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Ⅰ．課税実務
１．固定資産税の性格
　（1）固定資産税の性格
　（2）価格の一元化とは何か
２．課税団体
３．課税客体
　（1）課税客体となる地目
　（2）課税客体でない地目
　（3）地目の認定
　（4）地積の認定
４．納税義務者
　（1）所有者課税の原則
　（2）所有者の認定
　（3）みなす所有者
５．賦課期日と課税要件
６．非課税
　（1）意義
　（2）人的非課税
　（3）用途非課税
７．土地の課税標準
　（1）適正な時価
　（2）基準年度
　（3）地目の変換等特別な事情
　（4）課税標準の特例
８．住宅用地に対する課税標準の特例
　（1）経緯
　（2）住宅用地
　（3）小規模住宅用地
　（4）住宅の認定
　（5）住宅の敷地の認定
　（6）特定空家等の敷地に供する土地
９．土地の負担調整措置
10．固定資産税の税率と免税点
11．区分所有家屋の敷地の課税
12．納税管理人
13．納期と徴収方法
14．減免
15．固定資産税課税台帳
16．縦覧と閲覧

Ⅱ．土地評価
１．土地の評価手法
２．適正な時価の意義
３．固定資産における適正な時価の意義
４．最高裁判例にみる適正な時価
５．画地の認定

Ⅲ．地目別評価
１．宅地
２．一般農地（田・畑）
３．宅地等介在農地（田・畑）
４．市街化区域農地
５．山林
６．鉱泉地
７．池沼
８．牧場
９．原野
10．雑種地
11．ゴルフ場等
12．鉄軌道用地
13．その他

固定資産Q&A
※過去の受講者からの質問に対する回答集を配布いたします。

難波　里美　氏

原

株式会社難波不動産鑑定
代表取締役

【略歴】
1977年　関西学院大学法学部法律学科卒
1990年　株式会社難波不動産鑑定設立
【資　格】
不動産鑑定士、不動産コンサルタント、補償業務管理士　他
【公職・所属団体】
大阪市住宅供給公社理事、芦屋市固定資産評価審査委員、大阪
地方裁判所鑑定委員、大阪市空き家対策協議会委員　他
【著　書】
「公共用地の取得にともなう土地評価」（プログレス社）単著
「商業施設賃料理論と実務」（中央経済社）共著
「不動産取引における心理的瑕疵裁判例と評価」（プログレス社）共著
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